
（様式１）

申込者

（住所）

（名称）

（代表者名）
印

　あわせて、募集要項の内容に同意し、申請書類の内容が事実と相違ないことを誓約いた

　　　　年　　月　　日  

２０２５年度保育施設の機能向上及び老朽化対応支援計画
における新たな保育所改築支援　実施申請書

町田市長　様

　２０２５年度保育施設の機能向上及び老朽化対応支援事業の実施について、別紙

の書類を添えて申請いたします。

します。

窓口
担当者
連絡先

法人名（役職名）

フリガナ

氏名

書類送付先

電話

ＦＡＸ

メールアドレス



（様式１）

申込者

（住所）東京都町田市森野●●-●●

（名称）社会福祉法人●●

印

します。

窓口
担当者
連絡先

法人名（役職名） 社会福祉法人●●　●●保育園園長

フリガナ マチダ　セイビ

氏名 町田　整備

書類送付先 東京都町田市●●

電話 042-●●●-●●●●

ＦＡＸ 042-●●●-●●●●

メールアドレス ●●＠●●.com

　あわせて、募集要項の内容に同意し、申請書類の内容が事実と相違ないことを誓約いた

（代表者名）理事長　●●　●●

　　　　2025年●月●日

２０２５年度　保育施設の機能向上及び老朽化対応支援事業　実施申請書

町田市長　様

　２０２５年度保育施設の機能向上及び老朽化対応支援事業の実施について、別紙

の書類を添えて申請いたします。



（様式２）

（１）施設名称等

施設名称

所在地

最寄駅

（２）建物構造等

建物構造

延床面積

耐火性

石綿の有無

※石綿の有無は、上記申告の他に事業者選定後、事前調査結果を踏まえ、市へ報告すること

（３）開所時間

（４）土地の状況

□自己所有 □賃貸

□市街化区域　　（用途地域： ）

□宅地 □農地 □その他（ ）

□市街化調整区域

□宅地 □農地 □その他（ ）

敷地面積 建ぺい率 ㎡　）

㎡ 容 積 率 ㎡　）

□埋蔵文化財包蔵地域

□生産緑地地区

□その他 （ ）

□有 （　種類： ） □無

□有 （　幅員： ｍ　） □無

□有 （　全部　 　 ・　　　　一部　） □無

□有 □無

□有 □無

□有 □無

□有 □無

□有 □無

その他（

□有

事業計画書

開所時間 基本保育時間

用途地域等

町田市

□有　　□無　　　□その他（　　　　　　　　）

その他の
規制状況等

権利関係

午前　　時　　分から午後　　時　　分まで 午前　　時　　分から午後　　時　　分まで

　　　　　　　　　　　　　　　　駅から　　徒歩　・　バス　　で　　分

地上　階　地下　階

権利関係 □自己所有　　□賃貸

造

□耐火建築物　　　□準耐火建築物　　　□その他（　　　　　　　　）

㎡

抵当権等の
設定状況

％（上限

％（上限

既存建物の有無

取付道路の有無

境界確定（済）の有無

赤道の有無

電気の有無

ガスの有無

水道の有無

排水の有無

抵当権の有無

（根）抵当権者名

合　　　計

→下表へ記入（第1順位から）□無

被担保債権額（円） 抵当権登記抹消（予定）時期



（様式２）

（１）施設名称等

施設名称

所在地

最寄駅

（２）建物構造等

建物構造

延床面積

耐火性

石綿の有無

※石綿の有無は、上記申告の他に事業者選定後、事前調査結果を踏まえ、市へ報告すること

（３）開所時間

（４）土地の状況

■自己所有 □賃貸

■市街化区域　　（用途地域：第一種中高層住居専用地域 ）

■宅地 □農地 □その他（ ）

□市街化調整区域

□宅地 □農地 □その他（ ）

敷地面積 建ぺい率 50 ㎡　）

2,000 ㎡ 容 積 率 ### ㎡　）

□埋蔵文化財包蔵地域

□生産緑地地区

□その他 （ ）

■有 （　種類： 保育所 ） □無

■有 （　幅員： 6 ｍ　） □無

■有 （　全部　 　 ・　　　　一部　） □無

□有 ■無

■有 □無

■有 □無

■有 □無

■有 □無

その他（

□有

合　　　計

抵当権等の
設定状況

抵当権の有無 ■無 →下表へ記入（第1順位から）

（根）抵当権者名 被担保債権額（円） 抵当権登記抹消（予定）時期

その他の
規制状況等

既存建物の有無

取付道路の有無

境界確定（済）の有無

赤道の有無

電気の有無

ガスの有無

水道の有無

排水の有無

午前　7時　00分から午後　19時　00分まで 午前　7時　00分から午後　18時　00分まで

権利関係

用途地域等

％（上限

％（上限

開所時間 基本保育時間

事業計画書

●●保育園

町田市森野●●-●●

　小田急線　町田駅から　　徒歩　・　バス　　で　10分

鉄骨造 地上　2　階　地下　階

800㎡ 権利関係 ■自己所有　　□賃貸

■耐火建築物　　　□準耐火建築物　　　□その他（　　　　　　　　）

■有　　□無　　　□その他（　　　　　　　　）



（５）定員・予定事業等

①定員

改築前 人 人 人 人 人 人 人

改築後 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 0 人

人 人 人 人 人 0 人

年齢 歳
現職

(役職)

④実施事業

⑤予定事業 有無

⑥駐車場

□　敷地内　　（　　　台）
□　隣接地　　（　　　台） □　園から徒歩5分以内の場所

□　園から徒歩5分以上の場所
□　敷地内　　（　　　台）
□　隣接地　　（　　　台） □　園から徒歩5分以内の場所

□　園から徒歩5分以上の場所

※ □欄のあるものは、該当する項目にレ点をつけてください。
　事業実施計画
　  保育所の事業計画を特別保育事業等も含めて記載してください。開所に併せて実施したい事業のほか、実施するうえでの条
件、環境が整えば実施したいと考えている事業についても記載してください。

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児

②職員数

施設長 保育士 看護師 調理員

③施設長

資格

栄養士 合計

常勤

非常勤

施設長予定者

施設長予定者
の経歴

（保育関連）

延長保育事業
延長時間

（　　：　　　～　　　：　　　　　　/　　　　　時間）

事業名 内容・備考

一時預かり事業

地域子育て支援事業

休日保育事業

病後児保育事業

送迎用駐車スペース

　□　確保済 台 □　契約予定 台 □　その他 台

その他

合計

0

0

□　共用 台 0 台

内　　訳

□　専用 台 合計

その他



（５）定員・予定事業等

①定員

改築前 6 人 10 人 12 人 20 人 人 20 人 人

改築後 6 人 10 人 12 人 15 人 人 15 人 人

1 人 15 人 人 人 2 人 人 18 人

10 人 1 人 人 人 5 人 21 人

年齢 歳
現職

(役職)

④実施事業

⑤予定事業 有無

有

有

無

無

⑥駐車場

□　敷地内　　（　　　台）
■　隣接地　　（　5　台） ■　園から徒歩5分以内の場所

□　園から徒歩5分以上の場所
□　敷地内　　（　　　台）
□　隣接地　　（　　　台） □　園から徒歩5分以内の場所

□　園から徒歩5分以上の場所

□　共用 台 5 台

内　　訳

■　専用 5 台 合計

その他

送迎用駐車スペース

　■　確保済 5 台 □　契約予定 台 □　その他 台

地域子育て支援事業
育児講座や育児相談を実施します。
園庭開放を行います。

休日保育事業

病後児保育事業

延長保育事業
延長時間

（　18　：　00　　～　19　：　00　　　/　　　1　時間）

事業名 内容・備考

一時預かり事業 一時保育及び定期利用保育を実施します。

③施設長

施設長予定者 町田　整備 ●● 施設長

施設長予定者
の経歴

（保育関連）

2015年～　社会福祉法人●●　▲▲保育園にて主任保育士として5年勤務
2020年～　同保育園にて施設長して6年勤務し、現在に至る

資格 保育士

5

20 88

15 73

調理員 栄養士 その他 合計

②職員数

施設長 保育士 看護師

非常勤

常勤

※ □欄のあるものは、該当する項目にレ点をつけてください。
　事業実施計画
　  保育所の事業計画を特別保育事業等も含めて記載してください。開所に併せて実施したい事業のほか、実施するうえでの条
件、環境が整えば実施したいと考えている事業についても記載してください。

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 合計



（６）保育室等の状況

１. 必要面積計算表 定員（人） 基準面積（㎡）

０歳児 × 5 ＝

１歳児 × 3.3 ＝

２歳児 × 1.98 ＝

３歳児 × 1.98 ＝

４歳児 × 1.98 ＝

５歳児 × 1.98 ＝

２歳児以上 × 3.3 ＝

２.面積要件確認表（建物）
※乳児室・ほふく室、保育室・遊戯室の面積は、有効面積（家具等を除いた内法面積）とすること。

室数 計 室数1階（㎡） 室数2階（㎡） 室数 階（㎡）

３.面積要件確認表（屋外遊技場）

㎡

※敷地内に必要面積以下の園庭設備を設ける場合は、「施設に併設予定」と「代替園庭」の両方を記入してください。

最低基準

必要面積設備基準

乳児室・ほふく室
（有効面積）

保育室・遊戯室
（有効面積）

調理室

医務室

便所（園児用）
※大人用はその他に記載

乳児室または
ほふく室

認可（予定）面積　小数点以下第２位まで

保育室または遊戯
室

屋外遊戯場

必要面積 認可（予定）面積

その他

調乳室

沐浴室

事務室

休憩室

子育て支援室

廊下・その他

合   計

設置場所等※

□施設に併設予定 屋外 ㎡ 屋上

トイレ

㎡

□代替園庭

代替場所の名称

施設からの時間（徒歩）

施設からの距離

面積

　　□有　　　　　□無

水飲み場 　　□有　　　　　□無



（６）保育室等の状況

１. 必要面積計算表 定員（人） 基準面積（㎡）

０歳児 6 × 5 ＝

１歳児 10 × 3.3 ＝

２歳児 12 × 1.98 ＝

３歳児 15 × 1.98 ＝

４歳児 15 × 1.98 ＝

５歳児 15 × 1.98 ＝

２歳児以上 57 × 3.3 ＝

２.面積要件確認表（建物）
※乳児室・ほふく室、保育室・遊戯室の面積は、有効面積（家具等を除いた内法面積）とすること。

室数 計 室数1階（㎡） 室数2階（㎡） 室数 階（㎡）

63 2 70.00 2 70.00

112.86 4 135.00 1 30.00 3 105.00

1 50.00 1 50.00

1 20.00 1 20.00

4 60.00 2 30.00 2 30.00

1 15.00 1 15.00

1 40.00 1 40.00

1 15.00 1 15.00

1 30.00 1 30.00

200.00 50.00 150.00

16 635.00 10 335.00 6 300.00

３.面積要件確認表（屋外遊技場）

㎡

※敷地内に必要面積以下の園庭設備を設ける場合は、「施設に併設予定」と「代替園庭」の両方を記入してください。

水飲み場 　　■有　　　　　□無

㎡

合   計

必要面積 188.1 認可（予定）面積 250

設置場所等※

■施設に併設予定 屋外 50㎡ 屋上

■代替園庭

代替場所の名称 ●●公園

5分

施設からの距離 350m

面積 1000㎡

トイレ 　　■有　　　　　□無

便所（園児用）
※大人用はその他に記載

その他

調乳室

沐浴室

事務室

休憩室

子育て支援室

廊下・その他

最低基準

乳児室・ほふく室
（有効面積）

保育室・遊戯室
（有効面積）

調理室

医務室

施設からの時間（徒歩）

屋外遊戯場 188.1

設備基準 必要面積
認可（予定）面積　小数点以下第２位まで

乳児室または
ほふく室

30

33

保育室または遊戯
室

23.76

29.7

29.7

29.7



（７）給食・調理等

（８）健康管理及び衛生管理

（９）安全対策

給食の提供方法
□事業所内調理　　　□委託による事業所内調理
□外部搬入　（搬入先　　　　　　　　　　　　　　　　　）

アレルギー等への対応 □対応する　　  □可能な限り対応する　   　□対応しない

アレルギー対応マニュアル □作成する　　  □作成しない

給食の提供方法、献立、食品の
種類、栄養量、調理方法、食

育、アレルギー対応等について
の考え方

食中毒に対する予防策

定期健康診断 　職員対象　　   年　　　回 　児童対象　　 年　　　回

ＳＩＤＳの予防
　ブレスチェック表（　□作成する（　　分間隔）　　　□作成しない　）
　□仰向け寝

児童の健康管理に関して特に気
をつけて行うこと

施設の衛生管理に関して特に気
をつけて行うこと

防災・防犯計画 　□有　　　　　      □作成予定　　　         　□無

防災訓練計画 　年　　　回　（　消火訓練　　　回　 ：　避難訓練　　　回　）

事故防止・事故発生マニュアル 　□作成する　　　　□作成しない

緊急時対応マニュアル 　□作成する　　　　□作成しない

連携機関との緊急連絡網 　□作成する　　　　□作成しない

防災に関する具体的な対応方法

防犯に関する具体的な対応方
法

事故防止に関する具体的な対
策

緊急対応に関する具体的な対
策



（７）給食・調理等

（８）健康管理及び衛生管理

（９）安全対策

防犯に関する具体的な対応方
法

各園の対策について記載してください。

事故防止に関する具体的な対
策

各園の対策について記載してください。

緊急対応に関する具体的な対
策

各園の対策について記載してください。

緊急時対応マニュアル 　■作成する　　　　□作成しない

連携機関との緊急連絡網 　■作成する　　　　□作成しない

防災に関する具体的な対応方法

各園の対策について記載してください。

防災・防犯計画 　■有　　　　　      □作成予定　　　         　□無

防災訓練計画 　年　12　　回　（　消火訓練　　6　回　 ：　避難訓練　　6　回　）

事故防止・事故発生マニュアル 　■作成する　　　　□作成しない

ＳＩＤＳの予防
　ブレスチェック表（　■作成する（0歳児5分間隔、1～2歳児10分間隔）　　　□作成しない　）
　□仰向け寝

児童の健康管理に関して特に気
をつけて行うこと

各園の取り組み内容を記載してください。

施設の衛生管理に関して特に気
をつけて行うこと

各園の取り組み内容を記載してください。

給食の提供方法、献立、食品の
種類、栄養量、調理方法、食

育、アレルギー対応等について
の考え方

アレルギー対策等についての考え方を記載してください。

食中毒に対する予防策 各園で実施している予防策について記載してください。

定期健康診断 　職員対象　　   年　　1　回 　児童対象　　 年　　2　回

給食の提供方法
□事業所内調理　　　■委託による事業所内調理
□外部搬入　（搬入先　　　　　　　　　　　　　　　　　）

アレルギー等への対応 □対応する　　  ■可能な限り対応する　   　□対応しない

アレルギー対応マニュアル ■作成する　　  □作成しない



（様式３）

（１）施設の沿革　（施設の発足から今日に至るまでを記載すること）

年　月

（２）施設の経歴

有無 補助金名 年度 金額

注）
記入にあたり、下記すべてに該当する工事を記入してください。
　（1）開園時から令和７年８月１日までに竣工した工事
　（2）1契約あたりの工事費（税抜）が100万円以上である工事
　（3）家具、電化製品等の備品設置工事及び外構、植栽工事等に該当しない工事

施設の沿革・経歴

内容

建物の名称 構造
所有の
状況

専有部分の
延べ床面積

工事の内容
（増築、改築等）

補助の状況



（様式３）

（１）施設の沿革　（施設の発足から今日に至るまでを記載すること）

年　月

●年●月

（２）施設の経歴

有無 補助金名 年度 金額

A棟 RC 自己所有 700㎡ 有 ●●補助金 1995 150,000,000

B棟 S 自己所有 500㎡ 無 増築

注）
記入にあたり、下記すべてに該当する工事を記入してください。
　（1）開園時から令和７年８月１日までに竣工した工事
　（2）1契約あたりの工事費（税抜）が100万円以上である工事
　（3）家具、電化製品等の備品設置工事及び外構、植栽工事等に該当しない工事

建物の名称 構造
所有の
状況

専有部分の
延べ床面積

補助の状況 工事の内容
（増築、改築等）

施設の沿革・経歴

内容

認可保育所「●●保育園」として開所



（2）保育所を運営する上での職員の雇用体制の考え方及び職員の人材育成について記載してください。

設立趣意書

※別紙不可、記入欄や文字の大きさの変更不可

（様式４）

１．改築を行う理由
改築を希望する理由について、設置地域周辺の状況を踏まえた保育園の必要性も含めて記載してください。

２．保育所の運営方針
（1）保育所の運営における基本理念、保育方針及び特色等について記載してください。多様化する保育需
要、地域子育て支援の要望等への考え方も含めて記載してください。



４．近隣への対応
（1）工事期間など改築へ向けて行う説明会や告知等の対応、配慮の方法について詳しく記載してください。

３．在園児及び保護者への対応
保育を行いながら工事を行うにあたって、配慮すること、安全面の確保の方法、保護者へのお知らせの方法
等について記載してください。、

（2）開所後の地域との関わり方及び地域住民への配慮の方法等について詳しく記載してください。

５．医務室の在り方
　感染症対応のための隔離の必要性や保育ニーズが上昇しつつある医療的ケア児対応などを踏まえ、単独
区画で医務室を設けることについて、考え方を記載してください。



医療的ケア児対応を踏まえた整備を予定しており、将来的に医療的ケア児の受入を行いたい。 　

医療的ケア児対応を踏まえた整備は予定していないが、将来的に医療的ケア児の受入を行いたい。 　

医療的ケアの受入は、現時点では考えていない。（わからない）

６．医療的ケア児の受入
　保育ニーズが上昇しつつある医療的ケア児対応について、下記の選択肢から法人として考え方を選んで、
いずれかひとつに〇をつけてください。



各園の考え方を記載してください。

（2）保育所を運営する上での職員の雇用体制の考え方及び職員の人材育成について記載してください。

各園の考え方を記載してください。

２．保育所の運営方針
（1）保育所の運営における基本理念、保育方針及び特色等について記載してください。多様化する保育需
要、地域子育て支援の要望等への考え方も含めて記載してください。

（様式４）

設立趣意書

※別紙不可、記入欄や文字の大きさの変更不可

１．改築を行う理由
改築を希望する理由について、設置地域周辺の状況を踏まえた保育園の必要性も含めて記載してください。

各園の考え方を記載してください。



３．在園児及び保護者への対応
保育を行いながら工事を行うにあたって、配慮すること、安全面の確保の方法、保護者へのお知らせの方法
等について記載してください。、

各園の考え方を記載してください。

４．近隣への対応
（1）工事期間など改築へ向けて行う説明会や告知等の対応、配慮の方法について詳しく記載してください。

各園の考え方を記載してください。

（2）開所後の地域との関わり方及び地域住民への配慮の方法等について詳しく記載してください。

各園の考え方を記載してください。

５．医務室の在り方
　感染症対応のための隔離の必要性や保育ニーズが上昇しつつある医療的ケア児対応などを踏まえ、単独
区画で医務室を設けることについて、考え方を記載してください。

各園の考え方を記載してください。



医療的ケア児対応を踏まえた整備を予定しており、将来的に医療的ケア児の受入を行いたい。 〇

医療的ケア児対応を踏まえた整備は予定していないが、将来的に医療的ケア児の受入を行いたい。 　

医療的ケアの受入は、現時点では考えていない。（わからない）

６．医療的ケア児の受入
　保育ニーズが上昇しつつある医療的ケア児対応について、下記の選択肢から法人として考え方を選んで、
いずれかひとつに〇をつけてください。



（様式５）

○改築するにあたって、必要となる資金を下記に記入してください。

金額（単位：円※税込み）

0

0

（ ）

（ ）

（ ）

0

0

２
　
資
金
調
達
内
訳

町田市補助金見込額

借入金

小　　計

自己資金

自己資金

小　　計

合　　計

資金計画書
（資金調達内訳一覧表）

年　　月　　日　現在

施設名

運営法人

本体工事費

その他　必要経費（上記以外）

１
　
事
業
費

科目

合　　計

特殊付帯工事費

解体撤去工事費

仮設園舎工事費

設計費



（様式５）

○改築するにあたって、必要となる資金を下記に記入してください。

金額（単位：円※税込み）

400,000,000

10,000,000

17,000,000

150,000,000

10,000,000

5,000,000

592,000,000

233,916,000

258,084,000

492,000,000

100,000,000

（ ）

（ ）

（ ）

100,000,000

592,000,000

運営法人 社会福祉法人　●●

資金計画書
（資金調達内訳一覧表）

2025年●月●日　現在

施設名 ●●保育園

１
　
事
業
費

科目

本体工事費

特殊付帯工事費

解体撤去工事費

仮設園舎工事費

設計費

その他　必要経費（上記以外）

合　　計

合　　計

２
　
資
金
調
達
内
訳

町田市補助金見込額

借入金

●●銀行

小　　計

自己資金

自己資金

小　　計



（様式６－１）

【土地利用調整課】

□500㎡未満 □500㎡以上　 □3000㎡以上 　□1ha以上

□1000㎡未満 □1000㎡以上 □3000㎡以上

□10ｍ以下 □10ｍを超える

□該当 □無

□該当 □無

□該当 □無

□該当（開発） □該当（建築） □無

□確認済 □未確認

【東京都都市整備局都市基盤部調整課】

　　　　　　　　　　（1000㎡以上） □鶴見川流域　　　　　　 □境川流域　　         　□非該当

【東京都多摩環境事務所】

　　　　　　　　　　（敷地面積） □公有地 □250㎡未満 □250㎡以上

□民地 □1000㎡未満 □1000㎡以上

【建築開発審査課】

□確認済 □未確認

□該当 □無

□確認済 □未確認

□該当 □無

□該当 □無

□該当 □無

□該当 □無

□該当 □無

□提出済 □未提出

□該当 □無

□確認済 □未確認

□確認済 □未確認

【地区街づくり課】

□該当 □無

□該当 □無

□要協議 □協議不要

□該当 □無

□該当 □無

【生涯学習総務課】

□該当 □無

□該当 □無

□該当 □無

□該当 □無 ※有害物質使用施設の廃止

□該当 □無 ※切盛の合計3000㎡以上

□該当 □無 ※要措置区域など

□該当 □無 ※有害物質取扱工場等の廃止

【環境資源部環境保全課または東京都多摩環境事務所】

□該当 □無

□該当 □無

【東京都多摩環境事務所】

□該当 □無 ※敷地3000㎡以上履歴調査

※チェックリストをもとに、関係部署と事前協議を行ってください。協議内容については、（様式6-2）に記載してください。

□土壌汚染対策法3条

□公共事業景観形成指針

□建築協定

□景観協定

□文化財保護法

□農地法

□森林法

【農業委員会事務局】【農業振興課】

※ここに記載されている事項は、法定要件の全てではありません。

□土壌汚染対策法4条

□土壌汚染対策法6条、11条

□環境確保条例

□環境確保条例等で届出必要となる施設

□既存建物の建材での石綿含有の有無

□環境確保条例117条

□相談カード（開発・宅造法）

□用途変更（建築物）

□建築物バリアフリー条例

□街づくりプラン区域

□街づくり団体活動区域

□東京都安全条例

□その他の都市施設

□景観法

□福祉のまちづくり総合推進条例

□雨水浸透阻害行為

□自然保護条例

□建築基準法上道路

□建築協約

□用途地域

□地区計画

□生産緑地地区

□風致地区

□都市計画道路

□大蔵・綾部耕地整理地区

■施設整備事前相談チェックリスト

整備地の所在地

事業者（確認者）

調査期間 　　　年　月　日　～　　　　年　月　日

□事業区域の規模

□建築物の規模（延べ面積）

□建築物の規模（高さ）

□市街化調整区域【調整区域条例】

□市街地道路拡幅整備路線

【環境資源部環境保全課】



（様式６－１）

【土地利用調整課】

□500㎡未満 ■500㎡以上　 □3000㎡以上 　□1ha以上

□1000㎡未満 ■1000㎡以上 □3000㎡以上

■10ｍ以下 □10ｍを超える

□該当 ■無

□該当 ■無

□該当 ■無

□該当（開発） ■該当（建築） □無

■確認済 □未確認

【東京都都市整備局都市基盤部調整課】

　　　　　　　　　　（1000㎡以上） □鶴見川流域　　　　　　 □境川流域　　         　■非該当

【東京都多摩環境事務所】

　　　　　　　　　　（敷地面積） □公有地 □250㎡未満 □250㎡以上

■民地 □1000㎡未満 ■1000㎡以上

【建築開発審査課】

■確認済 □未確認

□該当 ■無

■確認済 □未確認

□該当 ■無

□該当 ■無

□該当 ■無

□該当 ■無

□該当 ■無

□提出済 ■未提出

□該当 ■無

■確認済 □未確認

■確認済 □未確認

【地区街づくり課】

□該当 ■無

□該当 ■無

■要協議 □協議不要

□該当 ■無

□該当 ■無

【生涯学習総務課】

□該当 ■無

□該当 ■無

□該当 ■無

□該当 ■無 ※有害物質使用施設の廃止

□該当 ■無 ※切盛の合計3000㎡以上

□該当 ■無 ※要措置区域など

□該当 ■無 ※有害物質取扱工場等の廃止

【環境資源部環境保全課または東京都多摩環境事務所】

□該当 ■無

□該当 ■無

【東京都多摩環境事務所】

□該当 ■無 ※敷地3000㎡以上履歴調査

※チェックリストをもとに、関係部署と事前協議を行ってください。協議内容については、（様式6-2）に記載してください。

□景観法

■施設整備事前相談チェックリスト

整備地の所在地 東京都町田市森野●●-●●

事業者（確認者） ●●　●●

調査期間 2025年●月●日　～　2025年●月●日

□事業区域の規模

□建築物の規模（延べ面積）

□建築物の規模（高さ）

□市街化調整区域【調整区域条例】

□市街地道路拡幅整備路線

□大蔵・綾部耕地整理地区

□相談カード（開発・宅造法）

□福祉のまちづくり総合推進条例

□雨水浸透阻害行為

□自然保護条例

□建築基準法上道路

□建築協約

□用途地域

□地区計画

□生産緑地地区

□風致地区

□都市計画道路

□その他の都市施設

□森林法

□用途変更（建築物）

□東京都安全条例

□建築物バリアフリー条例

□街づくりプラン区域

□街づくり団体活動区域

□公共事業景観形成指針

□建築協定

□景観協定

□文化財保護法

【農業委員会事務局】【農業振興課】

□農地法

□既存建物の建材での石綿含有の有無

□環境確保条例117条

※ここに記載されている事項は、法定要件の全てではありません。

【環境資源部環境保全課】

□土壌汚染対策法3条

□土壌汚染対策法4条

□土壌汚染対策法6条、11条

□環境確保条例

□環境確保条例等で届出必要となる施設



関係部署と行った事前協議の内容について、下記に記載してください。

確認及び相談日

【土地利用調整課】 　　　/　/　

【建築開発審査課】 　　　/　/　

　　　/　/　

【地区街づくり課】 　　　/　/　

【その他の関係部署】 　　　/　/　

※枠内に記載しきれない場合は別添としてください。

・

・

・

（様式６－２）

■関係機関との事前確認及び相談状況

建物の利用・改築につ
いて

土壌汚染・埋蔵文化財等の有無や農地法・都市計画法・町田市景観条例・町田市宅地開
発事業に関する条例、土砂災害防止法等の土地利用に係る規制の有無や建築基準法・
町田市福祉のまちづくり総合推進条例・建築物バリアフリー条例等の建築関係に係る規制
の有無など、担当部課と事前の確認を行い、その内容を下記にご記入ください。

※特に、改築整備にあたり宅地造成に関する工事の許可や開発行為の許可が必要となる
場合はその詳細内容を記載してください。
※防災関係の規制等もありますので、ご確認ください。

関係部署 確認事項



関係部署と行った事前協議の内容について、下記に記載してください。

確認及び相談日

【土地利用調整課】 2025/●/●

【建築開発審査課】 2025/●/●

2025/●/●

【地区街づくり課】 2025/●/●

【その他の関係部署】 2025/●/●

※枠内に記載しきれない場合は別添としてください。

・●●までに●●に関する協議が必要であることを確認した。

・建築基準法における●●の取扱いについて確認した。

・景観法に基づく届出が必要であることを確認した。

●●課
・特に該当する届出はないことを確認した。

●●課
・工事着工前に●●に関する届出が必要となることを確認し
た。

（様式６－２）

■関係機関との事前確認及び相談状況

建物の利用・改築につ
いて

土壌汚染・埋蔵文化財等の有無や農地法・都市計画法・町田市景観条例・町田市宅地開
発事業に関する条例、土砂災害防止法等の土地利用に係る規制の有無や建築基準法・
町田市福祉のまちづくり総合推進条例・建築物バリアフリー条例等の建築関係に係る規制
の有無など、担当部課と事前の確認を行い、その内容を下記にご記入ください。

※特に、改築整備にあたり宅地造成に関する工事の許可や開発行為の許可が必要となる
場合はその詳細内容を記載してください。
※防災関係の規制等もありますので、ご確認ください。

関係部署 確認事項



運営法人名

承諾日 　　　　　年　　　　月　　　　日

所
有
者

住所

氏名
印

（様式７）

認可保育所に関わる利用承諾書

　下記物件について、内定した法人と賃貸借契約を締結すること及び認可保育所として使用
することを承諾いたします。

記

土地の所在地 町田市



（様式７）

認可保育所に関わる利用承諾書

　下記物件について、内定した法人と賃貸借契約を締結すること及び認可保育所として使用
することを承諾いたします。

記

土地の所在地 町田市 森野●●-●●

運営法人名 社会福祉法人●●

承諾日 2025年　●月　●日

所
有
者

住所 東京都町田市鶴川●●-●●

氏名 ●●　●●
印



様式８



様式８

1級建築士の資格を有する者が作成した調査票を提出してください。



様式８





様式８

1級建築士の資格を有する者が作成した調査票を提出してください。





（様式９）

（１）設置者の概要

氏名

FAX

（２）運営している保育所等

種類 定員

認可保育園

施設名称 住所 開設年月日

年　月　日

職員（従業員）数 名　（常勤　名　、　非常勤　名）

総資産額

関連法人等

連絡先
TEL

メールアドレス

主たる事務所の所在地

設置者の概要書

年　　月　　日　現在

設置者名

主体
　□社会福祉法人　　　□学校法人　　　□特定非営利活動法人
　□株式会社　　　　　　□その他（　　　　　　　）

代表者 職

設立年月日 年　月　日



（様式９）

（１）設置者の概要

理事長 氏名

FAX

（２）運営している保育所等

種類 定員

認可保育園 90

主たる事務所の所在地
東京都町田市原町田●●-●●

設置者の概要書

2025年●月●日　現在

設置者名 社会福祉法人●●

主体
　■社会福祉法人　　　□学校法人　　　□特定非営利活動法人
　□株式会社　　　　　　□その他（　　　　　　　）

代表者 職 ●●　●●

設立年月日 1980年●月●日

連絡先
TEL 042-●●●-●●●● 042-●●●-●●●●

メールアドレス ●●＠●●.com

職員（従業員）数 50名　（常勤35名　、　非常勤15名）

総資産額 1,000,000,000

関連法人等 社会福祉法人●●

施設名称 住所 開設年月日

●●保育園 東京都町田市森野●●-●● ●年●月●日



（様式１０）

将来の保育所運営について

年　　月　　日　現在

２．　１を踏まえ、改築後の定員をどのように考えていますか。

３．　１、２を踏まえ、本応募における整備計画にどのように反映しているのか記載してください。

１．本応募対象の施設が所在する地域における、2040年までの保育ニーズ状況について、どの
ようにお考えでしょうか。

　市では、第三期子ども・子育て支援事業計画に基づく推計値において、南地域を除き、保育
ニーズ量が減少傾向にあることを推計しています。この傾向は第二期子ども子育て支援事業計
画でも同様であったため、今後も保育ニーズ量は減少またはその傾向が加速するものと推計し
ています。
　このため、将来の保育所運営について下記のとおり記載してください。



（様式１０）

各園の考え方を記載してください。

３．　１、２を踏まえ、本応募における整備計画にどのように反映しているのか記載してください。

各園の考え方を記載してください。

将来の保育所運営について

2025年　●月　●日　現在

　市では、第三期子ども・子育て支援事業計画に基づく推計値において、南地域を除き、保育
ニーズ量が減少傾向にあることを推計しています。この傾向は第二期子ども子育て支援事業計
画でも同様であったため、今後も保育ニーズ量は減少またはその傾向が加速するものと推計し
ています。
　このため、将来の保育所運営について下記のとおり記載してください。

１．本応募対象の施設が所在する地域における、2040年までの保育ニーズ状況について、どの
ようにお考えでしょうか。

各園の考え方を記載してください。

２．　１を踏まえ、改築後の定員をどのように考えていますか。


